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経済プロセスとしての教育
｜教育産業論の試み｜
〔1〕
〔2〕
〔3〕
〔4〕
〔5〕
　目　　　次
ま　え　が　き
資本主義のなかの聖域
私生児的教育産業
教育産業面知の条件
人偏と物財の構造
生産プロセスとしての教育
む　す　び
友 岡 学
ま　え　が　き
　「教育産業」という言葉がこの頃しきりに使われているが，これまで教育は産業として
の市民権を一度も与えられなかった。そのせいで，言葉はつくられたが，他の産業と同様
に，経済学的に論じられることはまだ行なわれていない。産業であれば，それらしく取り
扱われねばならない。
　この小論は，教育を経済プロセスのひとつ，しかも基本的なひとつとして位置づける試
みである。それに当って犯してはならない二大原則がある。教育の機会均等と政治からの
独立である。わたしは，基本的には，教育を交換システムのなかに投げこむ立場をとる。
他の方法があるかも知れないが，交換システムの立場をとらない限り，上の二大原則はと
もに生かされることがないと，少なくとも今のわたしは思っている。
　さきに，わたしは幾分評論的である一文を書いた。「ノーサポート・アンド・ノーコン
トロールー教育費についての一見解一」　（長崎大学教育科学研究報告，17号，1970．3）で
ある。そこで述べられた事柄の基礎となる考え方が，ここでは展開される。合わせて読ん
で下されば，論旨の理解に有益であろう。
　無用の誤解を避けるためにあえて一言しておくと，わたしは経済学で教育学を占領しよ
うなど毛頭思っていない。わたしがここで論ずるのは，教育論ではなく，教育産業論であ
る。例えば，農業経済学が農学を犯すことがなかったように，教育経済学も教育学を尊重
する。ただし，少なくとも経済学の側は教育についてこれまで無関心であったので，境界
については一度も協定が成立していないという事情から，若干の干渉は避けがたいかも知
れない。
〔1〕　資本主義のなかの聖域
経済学は，これまで，「物財」・主義であり過ぎたようである。経済の物的条件，いわゆ
る「財貨」一わたしの云う1「物財」一の生産・流通・消費の諸条件の解明に専念する
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余りに，経済の人的条件は殆んど無視されるか，せいぜい刺身のr）まにされるぐらいであ
った。これらをいちいち拾いあげても，わたしの目的にとっては何の足しにもならない。
かつて，日本資本主義の構造が論争された時の焦点は農業（農村）問題であった。だから，
わたしも，最初農業経済学を専攻したのであった。日本資本主義にとって教育制度がどん
な役割を演じたか，というような問題意識はわたしの頭に宿る余地を全くもたなかった。
それは，せいぜい，教育史家のものでしかなかったのであろう。
　ところが，この頃は，二つの立場から，教育プロセスが問い直されつつある。ひとつは，
いわゆる低開発国の離陸にあたって教育が果す役割を重視する立場である（1）。この立場
から，低開発国にとって日本の例が関心事となる。今ぴとつは，洗進諸国の脱工業化ある
いは情報化社会なるものに対応する教育システムを問題にする立場である（2）。今日，日本
で教育システムが再検討されつつあるのは，この立場からであろう。
（1）代表的なものとしては，ティンバ門ゲンr世界経済の形成』。
（2）ドラッか一r断絶の時代』，マッハルプr知識産業』その他。
　ごつの立場は歴史的に形成されたものだが，論理的に見ると，対立的性格をもっている。
離陸段階のはいわば国家志向型であり，飛翔段階のはいわば国家離脱型でφる。前者では，
あらゆる経済活動が国家の形成に向けられ，また国家に制約されるのをいとわない。後：者
では，逆に，あらゆる経済活動が国家からの離反に向う。保護貿易型と自由貿易型の違い
に似ている。この前者から後者への転換は，当然，国家志向的教育観の克服を伴なわねば
ならないのだが，果してどうであろうか。残念ながら，教育は国家の事業であるとする離
陸期的発想が今日でも支配的である。そうである限り，教育プロセスが経済学の対象とさ
れることはない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　り　　　　　　
教育の二大原則は今のところは理命的な要請にとどまっている。現実的には，二つの原
則は背反的である。離陸政策が国家志向型である限り；教育は国家的見地から編成される。
それは当然教育を政治に従属させるものであり，国家目的にそう限りにおける人材開発の
ための機会均等をもたらすだけである。機会均等が政治への従属を代償にして購なわれる
限り，機会均等そのものも，国境内に閉じこめられる。離陸のためには，マン・パワーの
総結集が必要であり，多少の不自由を忍ばねばならない事情はある。理論的には国家主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くに反対であっても，国家主義が果す歴史的役割に対して盲目であるわけにはいかない。問
題は，その役割が斜なわれた段階でなおかつそれに固執するから発生する。すなわち，教
育に関して云うと，国家教育が本来の意味の公教育に転換しなければならないのに，依然
として国家教育即公教育だと錯覚し続けることである。離陸期に，は，教育をふくめてあら
ゆる産業は国家の温室内でこそ発展するが，飛翔期には，温室はむしろ妨げになる。経済
プロセスと政治プロセスの区別が明瞭になり，生産分野と行政分野が分離する。教育に関
して云うと，教育が行政の一部分から，はっきり生産の一部分になることである。それが
行なわれれば，政治からの独立を犠牲にした機会均等の「国・公立」学校と，機会均等を
犠牲にして政治から独立する「私立」学校というアイロニカルな現象は消滅して，二原則
が全く両立できる教育プロセスが出現するであろう。，
　資本主義は一般に自由企業システムを基調にしていると云われる。労働力をふ、くめ，あ
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らゆるものが商品化され，あらゆる行動が貨幣計算される。そういう通念が一般的であれ
ばある程，教育プロセスを特別だ『とする通念も一般的になり，教育については，全く奇妙
なことだが，みんな先を争うように一致して社会主義（それが産業の国有化を目指すもの
とするなら）者になる。労働力の商品化に特別の意味を見出したマルクスでさえ，既成の
労働力の日々の販売と再生産には言及したが，素材としての労働力から製晶としての労働
力がつくられる教育プロセスを，資本主義的生産過程として考察することはなかった。
　資本主義にとっての聖域が，事もあろうに，資本主義のどまんなかに，しかもそれ自身
の基礎的条件として，大威張りで存在しているのは，資本主義の現実が，いかにその合理
主義とともに非合理主義を背負い込んでいるかを示している。わたしの考えでは，資本主
義と云われているものは，実のところ，物財資本主義，もしくはハード・ウェア資本主義
であった。だから，経済的合理主義は，物財もしくはハード・ウェア生産に貫ぬかれるが，
人智もしくはソフト・ウェア生産には及ばなかったのである。教育システムや教師につい
ての近代的観念と教会システムや僧侶についての中世的観念との奇妙な一致が発見できる
のも不思議ではない。システムの点で，ともにお布施依存であり，教師と僧侶は，ともに
敬して雪ぎけられる。聖職者は，表では祭り上げられるけれども，裏では落される。言葉
をかえて云えば，名が与えられて実は与えられない。外の人々がそうであるばかりではな
く，内の人々もそれを当然のように思いこんでいる。SupPort　without　Contro1すなわ
ち「金出せ，口出すな」とは「お布施は出せ，お経には口出すな」のことにほかならず，
おおよそ経済的合理主義とは無縁である。ふつうの産業で，今どき，口出しのきかない返
済不要の金を受けとっているものがあろうか。もしあれば，バトPンを気取った金満家の
お道楽としての施しであろう。
　それにしては，教育は余りにも大事業である。1967年目，日本には，幼稚園から大学ま
で，ざっと100万人の教師がいた。国と地方自治体歳出総額の20％にあたる1兆8’千億円
が「教育費」として支出された。この他にも，家計が直接負担する「教育費」がある。
1964年で，1世帯平均教育費支出は1万8千円，世帯数約2，500万で，総額4，500億円。生
れたばかりの赤ん坊から大学院学生までの要教育または被教育人口は実に3，200万人。労
働力人口5，000万人との比を思え。
　この世に聖域はない。もしあれば，それはわれわれが怠慢であるからだ。折しも，中央
教育審議会は「高等教育の改革に関する基本構想試案」を公表した。これについて，清水
義弘氏は経済合理主義への急傾斜を憂えている。（「中教審の大学種別化構想について」日本経
済・新聞1970．2．2）わたしの見解では，申教審もまた錯覚の上に成り立っている常識のなか
を泳いでいるに過ぎない。経済的合理主義があるとしても，それは不合理主義の大海に投
げこまれたバケツ一杯の水のようなものだ。バケツー杯の水を大海の水と比べて「過剰」
だと思いこむ方もどうかしている。
〔2〕　私生児的教育産業
　最：近，情報化社会，脱工業化社会，知識産業，等々の言葉が，幾分過剰と思われるぐら
いにはんらんしでいる。「教育産業」という言葉にもしばしばお目にかかるようになった。
そろそろ整理にかかったがよさそうだ。何よりも，「情報」とは「秩序正しさ」，すなわ
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ち整理整頓された状態のことであった。
　教育産業という名称1ま，わたしがここで論ずる趣旨に合致している。ただし，教育産業
を知識産業にふくめるのが通り相場になっていて誰も怪む気配はないが（3），わたしはこ
れには賛成できない。通り相場によると，教育は産業としての正当な地位を認知されるこ
となく，物財産業のなかに埋没させられ歪曲される。これから論ずるところだが，教育産
業は物財産業ではないのに対して，知識産業は物財産業であるからである。教育が知識を
密接不可欠の要素としていることは云うまでもない。しかし，教育にとって，知識は手段
であっても，決して目的ではない。教育の目的は，知識や情報の生産ではなく，知識や情
報を役立てることのできる人的能力，すなわち「人皆」の生産である（4）。だから，教育
産業は，二階産業としての知識産業の亜種なのではなく，物財産業と同じレベルで，かつ
それと対をなす基本的産業であると云うべきである。
（3）前出ブリッツ・マッハルプにして然り。日本民間放送連盟放送研究所編『情報産業の将来』
　（現代ジャドナリズム出版会1969）は教育を各種情報産業にふくめている。そこで矢野誠也r日本
　産業の未来像』　（東洋経済新報社）が紹介されているが，矢野氏も教育を情報産業・知識産業に
　ふくめている。いずれにせよ，教育産業の独立性を表明している文献は皆無と云ってよかろう。
　ふつう，教育産業は教育をマーケットとする産業，具体的に云えば，教育機械（ティーティング
　マシン）や教材を生産する産業として概念されていて，教育という産業が意味されてはいないの
　である。医療産業も同様である。すなわち医療自体を産業と見るのではなく，医療に機械器具，
　薬品等を供給する産業を医療産業と云うのである。明らかにおかしい。
（4）ここではおなじみの「人材」という用語を捨てて，「人財」という用語を拾い上げる。第1に，
　経済学は，これまで「木」よりも「貝」を愛して来た。勿論，これは漢字の感じであって，他意
　はない。第2に，物日とのコントラストがあぎやかである。人財が人的能力，人的資源，人的資
　本等の言葉で置換されるとすれば，物財は物的能力，物的資源，物的資本等の言葉で置換されう
　る・第3に，こうすれば，これまでの物財主義的呪縛から，少なくとも精神的に解放される。
　どうして教育産業は知識または情報産業にふくめられたのか。分って見れば自明のこと
に過ぎないことを錯覚しているからだ。平たく云えば，教育は教師が生徒・学生に知識を
切り売りする，ということになる。これが錯覚であるのは，教育とは人格の陶冶であると
か，人間形成であるとかの精神主義的訓話を持ち出すまでもなく，次のことに思いいたれ
ば容易に分る。
　第1に，教師は生徒・学生から知識の代価を受け取っているか。受け取るはずはない。
現実的にも，代価は当の本人の生徒・学生からではなく，彼らの親から受け取っている。
あるいは，税金を経由して政府から受け取っている。第2に，教師が代価を受け取ると云
っても，直接的にではなく，学校を経由する。もしそうでなければ，教師自体が経営機関
であり，学校は貸ビルの経営機関ということになる。第3に，「販売」が経済用語であれ
ば，当然，その行為は受益者負担の原則に従わねばならないが，生徒・学生が知識の受益
者であれば生徒・学生がその費用を負担しなければならないのだし，親や政府が費用を負
担するなら，親や政府が知識の受益者でなければならぬことになる。それらを考え合わせ
ると，知識の販売は知識産業の機能ではあっても，教育産業の役目ではないとせざるを得
ない。
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　それでは「販売」と云うのはやめて，「伝達」と云えばどうなるか。確かに，教師が知
識を生徒・学生に伝達するフ。ロセスは，教育にとって必須の工程である。けれども，それ
だけで教育プロセスが完成するわけではない。伝達される知識は，生徒・学生にとって真
に生産される能力のためのソフトな材料・飼料であるに過ぎない。誤解を恐れず他の事例
を引けば，家畜生産における飼料投与と同じパターンである。明らかに，家畜業者は家畜
を生産するために飼料を使用しなければならないが，飼料を生産・販売するわけではない。
飼料の生産・販売は飼料業者の仕事である。勿論，家畜業者が使用する飼料を自給して悪
いわけはない。問題は，この際でも，飼料生産は家畜生産という大目的または最終目的に
とっての手段としての小目的または二二目的であるということだ。もし彼が余分の飼料を
生産し，それを他に販売すれば，彼は家畜業者であるとともに飼料業者でもある。教育産
業を知識産業にふくめるのは，ちょうど家畜業を飼料業にふくめるようなものだ。教育産
業が生産・販売する（すべき）ものは，すでに明らかになっているが，知識や情報ではな
く，人台，すなわち知識や情報を駆使する人的能力である。
　教育産業という言葉が，教育そのものを産業とみなすことから記せられない限り，教育
産業は私生児的に処遇されるだけである。つまり，嫡子に従属し奉仕する役目を負わされ
るわけである。物証産業にとっての未来市場としてしかその役割が評価されないとすれば，
それは兵器産業にとっての軍事と選ぶところがない。　（ついでに指摘すると，「軍事産業」
　　　いくさ
とは，軍を事とする産業のことではなく，軍事当局者に兵器を提供する産業，すなわち兵
器産業である。）アメリカでロッキード・ミサイル会社が「教育産業」　（教育資材産業の
こと）へ進出しているそうだが（石山四郎編r未来産業社会との対話』ダイヤモンド社，1969，
93ページ），これは軍事の肩代りに教育が利用されているに過ぎないだろう。そして，軍
事費が全くそうであるように，教育費が税金（国庫）から支出されれば，教育市場をめざ
す「教育産業」　（実は教育資材産業）は，軍事市場をめぎす「軍事産業」　（実は兵器産業
または軍事資材産業）と同様に，何も不足はあるまい。これ程結構な，独占的に内部化で
きる外部経済はそうざらにあるものではない。要するに，教育が市場としてしか評価され
ないのだから，その意味での「教育産業」　（実は教育資材産業という物財産業）は，「軍
事産業」　（実は軍事資材産業という物忌産業）と同類である。これでは，せっかくの「行
政」から解放されて「産業」として自立するメリットは全く台無しである。なぜなら，軍
事が行政の一環であることをやめないように，教育も行政の一環であり続けるから。この
歪曲から脱するのは，教育産業を，字義通りに，教育プロセスの産業と解釈して，それ以
外の意味ではその言葉を使用しないことによってである。
　教育産業が認知されれば，当然，それを営む機関，すなわち企業が六二になる。わたし
の考えでは，経営機関には主に二つある。ひとつは，政治あるいは行政機関としての政府
と，経済あるいは生産機関としての企業である。教育産業は当然学校で営なまれるから，
学校は企業だということになる。これは，とりもなおさず，教育は行政ではなく生産であ
ることを意味する。行政と生産の区別をここでくわしく論ずる余裕はない。ただ，つぎの
ことを指摘しておこう。行政には聞接的な交換システム　　二二的であるだけ，ボールデ
ィングの云う　（K：enneth　E．　Boulding，．8θツ。鋸E60％o〃zJo3，1968，　P．105）おどかしシステム
threat　systemが入り込む一や票や財政が，後者には直接的交換システムや貨幣や会
計が対応する。
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　学校での教育，すなわち学校教育以外に，社会教育や家庭教育という言葉がある。’社会
教育機関というのは，図書館，博物館，公民館，青年の家，体育館等々である。これらは
教育機関と云うより，むしろ，サービス機関と云う方がふさわしい。それらの機関の利用
は，知識やレジャー等に対する消費的欲望の満足であって，人財生産としての教育ではな
い。教育という言葉を使いたければ，せめて自己教育と云うべきだろう。それらが教育機
関であるなら，映画館やパチンコ店も教育機関の仲間入りを申し出ても断れない。少なく
とも，学校教育や家庭教育という言葉が，教育が行なわれる場所を指示しているのに，社
会教育という言葉は場所概念を伴なっていない。社会人教育の意味だとすれば，教育の対
象を指示するのだが，それでは主体は誰か。この頃流行の生涯教育という言葉も，学校教
育や家庭教育という言葉と異質である。
　家庭教育に関しては，就学適齢期の問題がからんでいるので，わたしが直接触れる必要
はないわけだが，家庭教育は，学校教育が現実的にカバーできていない教育の時間・空間
的間隙を埋めるものとして存在理由が与えられているのではないだろうか。平たく云えば，
本来学校教育の守備範囲であるのに，方法が未熟でしかもシステム的にも保障されていな
いから，家庭教育がパートタイム的に代役をしているのではないだろうかということであ
る。そう考えずに，家庭教育が必須のプロセスであるとすれば，家庭教育を受ける機会を
喪失した（父母の，あるいは父または母のいない）子供たちは永タに救われないことにな
る。つまり，教育の機会均等は，出発点から破壊される。
　いずれにせよ，子供たちが家庭にあっても，子供たちにとってのその家庭は，子供たち
　　　　　　　の　　の　　の　　り　　り　　の　　む　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　り　　　　　り　　　　　り　　の　　の　　の　　の　　の　　の　　の
がそこから出て行くものとしてあるのであって，子供たちがそこにつなぎとめられるもの
としてあるのではない。つまり，家庭教育がなされるとしても，それは子供たちが家庭か
ら離脱するのを助けるために行なわれる。どこへ離脱するのか。云うまでもなく公という
大海へ向ってである。このことは，それが行なわれる場所を問わず，教育が本来的に公的
機能であることに根ぎしているであろう。もし家庭教育がその子供をその家庭につなぎと
めるために行なわれるならば，それは私的機能としての消費のなかにはいるだろう。教育
は学校で行なわれるのがタテマエであると云っても，しかし，その選択権まで奪われてよ
いことにはなるまい。その点では，現行の義務教育は非選択的である。ここで云わんとし
ていることは，教育が家庭でなされても，それは学校教育の代替であるから，それなりに
手当てされねばならないということである。
　学校が教育機関であるのは自明だが，学校が（ひとつの）企業であるのか政府（の一部
分）であるのかはっきりさせられていない。現実的には，「私立」は企業的であり，「公
立」は政物的である。「私立」に対する国庫援助が増大すればする程，企業的学校は消え
て，ますます政府的学校になる。当然に，この傾向は教育産業論，したがって学校企業論
に反する。
〔3〕　教育産業認知の条件
　不遇な教育産業の正式な認知に必要な証明書はどのように書かれだらよいのか。これま
で余りにもまともな取り扱いを受けず，観念的にも制度的にも歪曲され通しであったので，
正当な待遇回復は容易ではない。よくもまあこれまで，経済的合理主義を信条とする資本
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主義のなかに，かくも非経済的なシステムが定着し得たものだ。もっとも，それにはそれ
なりにかみ合える歯車を当の資本主義が備えていたという事情がある。すでに若干みこと
を示唆的に挙げたが，あらためて確かめておいたがよいだろう。・
　第1は，同族主義とでも呼ぶこどができる家族複合体世襲制度の残存である㈲。親が
子の教育（費）を負担するという風習は，親から子への財産相続という自然的どさえ思わ
れる，生物学的な遺伝と同様のシステムに基ずいている。この土台によって，「1しっけ」
「家風」「家訓」等の名で呼ばれる家庭教育の存在理由が与えられている面が大きい。だ
から，家庭教育は，せめて公教育としての学校教育の代替的，補完的役割を果参べ碁で〕あ
るにもかかわらず，むしろ，学校教育と矛盾する私教育的性格をもち続けるのである。同
族主義が家族（単一体）の発生・発展によって分解される程度に応じて，その間隙を埋あ
るものとして学校が発生するけれども，親が子の教育（費）を負担するという風習は，同
族主義の根強い残存によって容易にすたれない。これは，今日では，多分に，親が子に寄
せる期待という心情にまで高まっているが故にゴいっそうアナクロニズムである。親が子
の教育（費）を負担する程度に応じて，その教育は同族主義的目的にそって行なわれ，し
たがって私的であり続ける。要するに，子は，生れつきに属する同族の連続を保証するた
めに教育される。子は，いわば親からの前借金で教育され，その返済のために，親孝行と
いう同族主義的倫理のもとで，親といっしょの同族のなかに閉じ込められるのである。
㈲　家族単一回忌通称核家族）こそが家族そのものであって，いわゆる複合家族は，その家族が連
　結・複合したものであって，家族複合体と云ったがよい。その連結・複合の緩急の程度に応じて，
　氏族，部族，種族，民族等の同族形態が区別される。日本では，新しい憲法によって戦前的な同
　族主義（いわゆる家族制度）はそのままでは維持されなくなったが，親家族と子家族の連結・複
　合が全く切断されたかというと，必ずしもそうではない。勿論，封建主義程ではないが，主とし
　て財産の相続を媒介としての社会的立場（地位，職能，身分等）の相続がなお広汎に見られる。
　親が子の教育（費）を負担するのも，財産相続の一形態である。拙稿「経済学における私有財産
　の問題」　（鹿児島県立短大商経学会「商経論叢」1966，15号），「競争・独占論」　（長崎大学教
　育学部「社会科学論叢」1970．3，19号）を参照。
　第2は，国家主義と呼ぶことができる国家体制の閉鎖的存在である（6）。国家が教育
（費）を負担する制度が定着したのも無理はない。今日，国家体制そのものが直接問い直
されることは数少ないけれども，人類の進歩にとって，それがますます障害になっている
ことは徐々に明らかになりつつあるσ）。国家離脱の時代を迎えつつあるのに，それがな
お強力なプログラムに組み込まれない理由は二つある。ひとつは，高開発国の誤まれる福
祉主義（福祉国家論）への傾斜である。他のひとつは，低開発国の離陸のための滑走に必
要とされる民族主義の高揚である。福祉国家論が，バランス・オブ・パワー，すなわち防
衛力増強を代償としているという非合理性は，余り人々の注意をひくにいたっていない。
国家による教育投資という発想がいかに国家による軍事投資という発想と質的に同一であ
るか，先に指摘したことを想起しよう。正されるべきは，高開発国の福祉に名を借りた国
家主義である。低開発国は，これまで，みずからの国家を奪われてもたなかったのだ。こ
れがせめて19世紀であれば，国家をもつことだけに専念すればよかった。しかし，やっと自
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分たちの国家をもって離陸にかかろうとする時には，高開発地帯で情報革命が進行してい
て，情報革命は，今のところそれ程明示的ではないが，国家の枠を溶解しつつあるのだ（8）。
やっと国家をもった途端にそれを捨てねばならぬ人々に幸いあれ。国家主義のもとでの被
教育者は，国家の閉鎖的連続を担う要素としての教育対象である。ここでも，前借金の分
だけは，恩返しが要請される。忠義，愛国等の国家主義的倫理のもとで，子たちはみずか
らの意思と無関係に生れついたその国家のなかに閉じ込められる。
㈲　国家体制，帝国主義，植民地主義等については，拙稿「南北問題解決は国家体制廃棄で」（「世
　連研究」31号，1969．6）を参照。
（7）ミュ・一ルダールのr福祉国家を越えて』，ティンバーゲンのr世界経済の形成』をさし当りあ
　げておく。ボールディングの地球を宇宙船にみたてた宇宙船経済Spaceman　economyという
　発想も学ばるべきである。（oρ．c甑，　PP．275）
（8）自由化，通信衛星，多国籍企業，ジャンボJumbo，等灯。因みに，ジャンボの登場によって，
　通関システムは変革を迫られている。税関が封建時代の関所と同じ運命を辿るであろうことはい
　よいよ明白となって来た。
　同族主義と国家主義とは，実のところ同根の双生児である。だから，親が負担に耐えら
れなければ国家が肩代りし，また国家でカバーできない分は親が負担するという，教育
（費）の分担システムがスムーズに定着したのである。それがスムーズであればある程，
資本主義は，同族主義と国家主義によって，資源の効率的配分・利用という経済的合理主
義のメリットの全面的展開を妨げられる。物的資源のうち，物体・物質等で表現されるハ
ードなものについては，これまで合理主義がかなりり追求されて来た。だから，その方面
の産業（ハードな物財産業）の同族主義的経営が解体され行く傾向は，資本主義において，
いわば自然史的プロセスとして進み，政策的に促進されることはあっても，阻止されるこ
とはまずなかった。また，その方面の産業の国家主義的経営一国有・国営化一は，社
会主義的政策として忌避され，政策的に阻止されはしても，促進されることはまずなかっ
た。すなわち，その方面の産業に関する限り，家計と企業，企業と政府の機能的分担は大
いに進んだのである。これらのことは，同族主義と国家主義が，経済的合理主義に反する
ものであって，資本主義が発展するためには早晩脱ぎ捨てられるべき外皮であることを示
している。すなわち，離陸には必要であっても，飛翔には障害となるというわけだ。経済
が人的資源と物的資源の合成物である以上，資本主義の経済的合理主義は，人的資源のい
わば浪費的配分・利用によって大きく制約される。
　最近になって情報の重要性が認識されるとともに，いわゆるハード・ウェアとソフト・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　ゆ　　の　　ゆ　　ゆ
ウェアの区別がなされるようになった。これまでの資本主義は，ハード・ウェアにおける
資本主義であった。ちょっとみずからを反省して見ると，いかにわたしたちがハード・ウ
ェア的観念に支配されているかが分る。物財主義的経済学も，ハード・ウェア主義と密接
に関連している。この頃になって，知識や情報が（物）財であることが認識されて来たが，
経済学はずっと物体的なもの，有形のもの，視覚や触覚の対象物，そんなものにとらわれ
過ぎて来た。生産的労働と不生産的労働の区別についての，それこそ不生産的な議論は，
古典派の段階にとどまっているわけではない。マルクス経済学の場合，今だにその区別を
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重要とみなすメンタリティに支配されている。
　ところで，情報とは秩序正しさのことであった。すなわち，乱雑さ，でたらめに対する
ものである。それは伝達（transformation）されるものとしてあるからである。発信と
受信，売りと買い，授業と受業，愛することと愛されること，話すことと聞くこと，等々
の諸形態をとる伝達が可能であるには，出し入れする両方の間に予解され合った何かが共
有されていなければならない。そうでなければ，何かが発せられても，それは受け手にと
って騒音，雑音，異物等として排斥される。日本語が共有されていない人々にとって，日
本語は騒音に過ぎない。めしのなかに小石が混っていれば，それは異物として吐き出され
る。暗号は，それが共有されていない人々にとって暗号なのであって，共有されでいる人
々にとっては明号である。共有されているものが記号と呼ばれているものである。この一
般的な情報原理を逆に辿ると，伝達されるものは何らかの意味で情報を運ぶ記号であると
云うことができる。こうすれば，情報概念の拡大乃至一般化が行なわれる。ハードであろ
うとソフトであろうと，情報であることに変りはない。情報が商品になる以前に，商品そ
のものがすでに情報である。そういう意味で，わたしたちが当面している情報革命は二次
的なものであり，ここでハードなものに対する伝統的な執着一この系列に，自然的な血
（血統，系図，家系），土地（国土，郷土）及び言語（国語）等々と切り離せない同族主
義，国家主義，人種主義，帝国主義，等々の「類疎外態」が属する一が問い直されつつ
あるのだ。第二次情報革命は，そういう執着の清算までに進まぎるを得ないだろう。その
ためには，世界言語と世界通貨の獲i得が必須の条件をなすであろう。
　ハード・ウェア主義と物財主義は，全くとは云わないが，相当程度重なり含っている。
商品は，発生的には，「際」空間のものである。商品が共同体際で発生したという認識は
これに対応している。これは，とりもなおさず，商品は国籍など無関係であることを意味
している。無国籍商品（同義反復的であるが）の発生，これこそ資本主義の発生に外なら
ない。しかし，その「無国籍」と云われる場合の「国籍」は，封建的あるいは前近代的国
籍であって，資本主義的あるいは近代的国籍ではない。つまり，封建的国家からは自由で
あるが，資本主義的国家からは自由でない。近代国家が体裁を整うにつれて，商品は国籍
をもちはじめる。人財についてはなおのこと，物財についてもそうである。勿論，貿易は
行なわれる。聞題は単なる通商に過ぎないものが輸出入＝貿易という形態をとらされたこ
と，そして，この貿易が絶えず国策にそって行なわれたということにある。自由貿易と保
護貿易が争点になるが，これは国策遂行上の戦術的問題としてである。なぜなら，自由貿
易ですら，それが自国に有利であると判断される場合に主張されるのであって，保護貿易
との違いは決して本質的なものではない。一般的に表現すれば，他国に対しては自由貿易，
自国に対しては保護貿易，あるいは輸出に関しては自由貿易，輸入に関しては保護貿易と
いうことになる。そもそも，貿易という通商形態そのものが国家の存在を前提する。そし
て，マイネッケがいみじくも指摘するように，「できるだけのアウタルキー」（V・nFried・
rich　Meinecke，四61∫罐㎎iθ7魏〃z観4！＞翻。ηα1s’αθ’，1928，矢田俊隆訳，岩波書店，1968，9ペ
ージ）が国家の主要目的である。
　昔から「芸術に国境なし」「学問に国境なし」と云われて来た。これを他の一般に及ぼ
した場合どうであったか。理念的には国境があってはならないはずの財晶般に現実的には
国境があり過ぎた。しかし，情報革命は，国境を無用の長物と化すであろう。情報は国境
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を越えて伝達される。厚田は勿論，人財ですら，いちいち狭い関門をくぐり抜けるには余
りにも往来が大量化される。企業の多国籍化は無国籍化に通ずる。企業と政府の機能的分
化が決定的となる。国財生産がいつまでも同族及び国家の内に閉じ込められて行なわれる
筈がない。なぜなら，人財はその境界を越えて職業と居住地を選択するからである。生得
的弓，土地及び言語へ人々を緊縛する綱が切断されるとき，教育は不遇な生涯を終えて，
行政から独立した基本的野業として再生するであろう。教育のルネッサンスは，（第2次）
情報革命とともに訪れる。
〔4〕　人歩と物財の構造
　これまで，人財・物財という用語を，意味を限定することなく使って来たが，ここでは
それを中心に論じよう。それをしないと，教育という産業のアリバイ証明は，今ひとつ迫
力を欠く。
　経済学には，古くから，財について経済財と自由財の観念がある。マルクス経済学には
それ向きの用語は格別ないが，そういう観念がないわけではない。例えば，使用価値があ
り，かつ価値をもつ財が経済財に，使用価値はあるが価値をもたない財が自由財に対応し
ている。わたしは何度かこういう観念を批判的にとりあげたので，今更論ずるのも気がす
すまないのだが，必要上あらためて論じておかねばならない。
　マルクスの場合，上で指摘したように，自由財に相当するのが「価値でなくして使用価
値である」　（『資本論』1巻1章）物である。要するに，「労働の生産物」ではなく「自
然の生産物」であって，かつ使用の対象になっている物である。それが正しければ，労働
価値説は大変困った事情に直面する。すなわち無価値物が価値世界に流入して，いわば使
用の対価として（例えば地価の如く）価格をもつので，総価格は総価値よりも膨張してし
まう。このことを指摘した人を寡聞にして知らない。ふつう価値と価格のズレは，個別価
値について，いわゆる「生産価格の段階」で論じられているのだが，しかしその際でも総
価値と総価格の一致が前提されている。この前提が貫かれるためには，無価値物が価格を
もつことは許されないか，あるいは価格をもつものはすべて価値物だとされねばならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　近代経済学は，さし当り，そういう論理的矛盾をまぬがれている。経済財という名称が
示すように，経済世界には経済財だけが登場して，自由財は全く登場しないからである。
価格をもつなら，その財は経済財であって自由財ではない。しかし，もしそうであれば，
経済財と自由財を何のために区別する必要があるのか，という問題が残る。この問題が看
過されているのは，自由財の定義にひそむ論理的矛盾と無関係ではあるまい。定義によれ
ば，自由財とは「それを獲得するのに何らの代償を要しない財」である。獲i得はされるわ
けである。その獲得こそすでに代償的なものではないか。獲得されたものがフ．ラスを意味
するなら，獲得する行動はマイナスを意味する。どんな行動でも，代償的でないものはな
い。自由財の典型とされる空気に効用があるのは，明らかにそれを吸うことができる人に
とってのみである。吸わなければ空気は財でも何でもない。吸うということ自体が，吸わ
れる空気の代償である。自由財は，したがって，代償的行動の不可能な死者にとってのみ
存在する。「獲得するのに何らの代償を要しない」ことが，「代償するのに代償を要しな
い」ことに帰着するのは明白である、（9）。
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（9）マどんな財でも代償物であるという理解は，「自然」についての観念を修正させるだろう。これ
　は自然物，あれは人工物という具合に，事物を区別するのが通念であるが，そんなことが可能か
　どうか。くわしくは，拙稿「科学・技術概念の一般化」　（鹿児島県立短期大学「商経論叢」19号，
　1970）を参照。空気や水が自然そのものであり，自由財もしくは価値のないものであるという通
　念は，今日空気や水の汚染という事実によって打ち破られつつある。もし，空気や水（あの地球
　の4分の3を掩う海水でさえ）にせよ，・他のどんなものにせよ，（労働の）生産物であるという
　認識が確立していれば，それらは今日程には汚染されずに済んだかも知れない。汚染されてはじ
　めて「獲得するのに大変な代償を要する」ことが分り始めたのである。自由財とか，自然生産物
　とかの論理的矛盾をわたしが最初に公に指摘したのは1962年であった。「経済学への提議（3）」
　（鹿児島県立短期大学「紀要」13号，38ページ）参照。
　代償的行動が労働であり，その代償的産物としての対象が財である。「認識する」のも
また労働の一種であるので，その代償的産物としての「認識されたもの」　（観念，知識，
等々）もまた当然財である。だから例えば，遠い遠い宇宙の涯にある星雲も，それが認識
される程度において財である。もし，従来の観念のような自然があるとすれば，それは，
わたしたちの認識をふくめた代償的行動の外に，すなわち，情報受理器官Receptorに
キャッチされないものとしてあるのであって，それをわたしたちは論ずることさえできな
いのである。ふつう自然と云われているものは，キャッチの程度が稀薄で，したがって，
制御可能性が小さいものである。その存在が知覚される，すなわち発見されることから，
制御の程度が階梯を登る。制御する者が主体としての人財であり，制御される物が客体と
しての物財である。両者はたえずバランスを保とうとする。人的資源を伴なわない物的資
源，物的資源を伴なわない人的資源というのは，狭い部分時間・空間では起り得るが，し
かし，それが起るとしても，それは復元への傾向のうちにある。世界（史）的には全くバ
ランスする。
　主体と客体の対応には一定の構造がある。ボールディングの考え方に従えば，ともにポ
ピュレーション・システム（Population　System）のうちに存在する。ポピュレーショ
ン・システムは，要するに，要素が個々的に「生」によって集合に入り来り，「成熟」プ
ロセスを経て，「死」によって集合から出て行く，そういう集合の構造である。
　まず，人財集合について見よう。必然的フ。ロセスと偶然的プロセスが区別される。　（必
然にせよ偶然にせよ，それは個々の要素にとってのものである。）
　必然的プロセス。人財集合は，成熟（年をとること）プロセスの順に，三つの部分集合
から成る。第1は，若年集合であって，「一人前」にまだなり切らない諸個人から成る。
被・要教育人口であるσ‘り。第2は，中年集合であって，「一人前」の諸個人から成る。
この申年集合に，若年集合と，第3の老年集合が支えられる。老年集合は，当然，「一人
前」でなくなった諸個人から成る。これら3つの部分集合は，誰も，途申で死ねば別だが，
一度は必ず通過しなければならないという意味で，必然的なフ。割興スである。
（10）さし当り，若年，中年及び老年という言葉を用いるが，もっと適当なのがあれば変えてよい。
　それらは，年齢ではっきり区別されるような集合ではないだろう。要教育人口と云う場合，「必
　要」の基準が例えば政府によって行なわれるであろうし，被教育人口と云う場合，それに入るか
　否かは本人（または親権者）の意思にかかっているであろう。統計的に処理する場合には，便宜
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的手法が開発されねばならない。
　3部分集合の区別に関して，次の2点が指摘される必要がある。第1点は，若年及び老
年集合の有無が，人と他の生物を区別する特徴のひとつであることである。人では，個体
維持の点で，一人前でなくても個体は生存ができるが，他の生物でば，個体は原則的に生
れた時から死ぬ時まで一人前である。自分自身以外には自分を養ってくれるものがないか
らである。「人の児ほど能なしはない」（アドノしフ・ポノレトマンr人間はどこまで動物か』岩波
新書27ページ）が，そのことは年寄りにもあてはまる。すなわち，人の年寄りほど能なしは
ない。人は，他の生物に比べて，早く生れ過ぎ，おそく死に過ぎる。もっと極端に云うと，
児と年寄りというのは人にのみ見られる。別の表現をすれば，教育と養老は，人において
のみ見られる現象である。
　第2点は，人財集合の発展には，若年及び老年集合の相対量の増大が対応しているとい
うことである。教育年齢と養老年齢の長期化による教育人口と養老人口の増大である。こ
れを云いかえると，相対的に，一人前になるプロセスがますます長くなり，・一人前でなく
なるプロセスがますます短くなることである。同族主義の残存の故に，養老フ。ロセスは，
今のところ，過渡期特有の混乱のうちにある。老人問題（孤独，自殺等々）解決のプログ
ラムはまだ定式化されていない。老年集合の増大と同じパターンで，物財の廃品集合の蓄
積があるのを後で見るであろう。医学は，今後ますます寿命の延長に貢献するであろうが，
寿命の延長が個々人について見れば結構であっても，集合として見れば必ずしもそうとは
云えないだろう。痛みが生存に欠かせぬ感覚であるように，個々の要素の死もまた集合の
生存にとって欠かせない。なぜなら，新陳代謝なしには，集合の永続は不可能だからであ
る。
　偶然的プロセス。国財集合のなかの申年集合の各要素（各人）は，病気と失業のリスク
にさらされており，これは各人にとって偶然的である。勿論，病気は若年・老年の両集合
に属する各人にとってもリスクに違いないが，中年集合のなかの病気集合と失業集合が，
若年・老年集合とともに無能力集合を形成するという意味で，度外視されてよい。病気は
好ましくないが，病気が絶滅するのを期待するわけにはいかないだろう。各人にとって病
気になるチャンスは，健康であるチャンスの代償である。失業も同様に就業のチャンスの
代償である。問題は，このチャンスがすべての人にとって無差別の条件で開かれているか
どうかである。
　次は物財集合。人財について見たのと同一のパターンで，物財集合も構造をもっている。
　必然的プロセス。成熟プロセスの順に，3部分集合が区別される。第1は，未製品集合
であって，なお生産の対象であるものから成る。生産されつつあるものである。「生産さ
れる」と「教育される」とは同一プロセスの異なった表現である。第2は，製品集合であ
って，使用の対象であるものから成る。第3は，廃品集合であり，使用に耐え得なくなっ
て，更新のために廃棄されるものから成る。どの物財も，一度は以上の3集合を通過せね
ばならないという意昧で，必然的プロセスである。
　物財の3部分集合は，台墨のそれに対応するものであって，他の生物では考えられない。
生物では，個体が利用する財は，個体が一人前（？）であるのに対応して，それぞれ完成
されている。何よりも，主体と客体の区別が無い。また，物財集合の発展につれて，未製
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品集合と廃品集合の相対量が増大する。未製品集合の相対量増大は生産の迂回化に基づく。
廃晶集合の相対量増大は，いわゆる技術革新，依存効果，デモンストレーション効果など
に基づく。未製品の製品化は相対的に長期化し，遂に，製品の廃晶化は相対的に短期化す
る。廃品集合の存在が，今日程，わたしたちの生活にとって脅威的な問題となることはか
ってなかった。かつては，廃品は自然の浄化作用に処理がまかされて，格別社会・経済的
問題となることはなかった。（同様に，かつては，老人は家族複合体のなかでいわば浄化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
されて社会・経済的問題にならなかったが，今日では，家族（単一体）からはじき出され
て社会・経済閥題となっている。）放射能汚染物，フ。ラスチック廃品，残留農薬，有毒金
属をふくむ廃水，放出される亜硫酸ガス，等々の処理について，わたしたちは実際的プロ
グラムをまだ得ていない状態である（11）。
〈1Dいわゆる「公害」問題がこれに関連している。「公害」という言葉は，吟味し疸すには余りに
　も定着してしまったけれども，次のような問題を指摘しておくのも有益であろう。（1）「公害」と
　いう語には，「私害」，「公益」及び「私益」という3概念が伴なう。したがって，公と私，益
　と害の概念区別は避けられない。（2）「害」には，能動者（与える者または及ぼす者）と受動者
　（与えられる者または受ける者）が区別されるはずであるが，「公害」概念はそのどちらか不明
　である。因みに，公益と私益という概念は，受動者に即して使用されている。すなわち，「公益
　事業」とは「公衆が益をうける事業」「私益を計る」とは「私が益をうけるよう計る」ことを意
　味する。
　　死は（生とともに）ポピュレーションの存続に必須である。そうでないと，ポピュレーション
　は無能力（者または物）で充満して，新たな有能力が入り込む隙間がなくなる。だから，人にと
　っての不死が歓迎されないように，物にとっての不消耗も歓迎されない。そうでないと，廃品集
　合で物財集合は充満される。望ましいのは，人であれ物であれ，不死ではなく自然死である。人
　の場合，死を意識することなく，あるいは当然のこととして死を迎えられるということである。
〔5〕　生産プロセスとしての教育
　物財は，企業のなかに未製品として生れ公式化される。そして，段階的に加工・処理さ
れながらいくつかの企業を通過して，製品に成熟し，今度は一人前の能力をもって，再び
経営（企業または政府）または家計に入り行く。これが三二の生産フ．ロセスである。経営
に入り行く物財（未製品または製品）は生産財，家計に入り行く物財製品は消費財と呼ば
れる。、
　生産財は公的利用の対象であり，消費財は私的利用の対象である。どの財が生産財であ
り，あるいは消費財であるかの区別は，個々の財について必ずしも確定的ではない。経営
と家計の機能的区別の明確化に対応して，生産財と消費財の区別も明確になる。なぜなら，
その場合，それが何であっても，経営で利用されるものが生産財で，家計で利用されるも
のが消費財であるということが一義的に決定されるからである。経営（企業及び政府）と
家計の機能が未分担であれば，生産財と消費財の区別も明瞭でない。例えば，一軒の家屋
が店舗でもあり住居でもある状態を見ればよい。その家屋は店舗的に利用される場合には
生産財で，住居的に利用されている場合には消費財である。経営と家計の機能的分担が未
完成の場合には，家計の私的性格が投影して，私的経営（私的企業，私的政府），私的生
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産，私的行政という自己矛盾した形態が出現することになる。私く的）企業と云われてい
　　　　　　　　　　　　　り　　り　　む
るものは，多かれ少なかれ，特定の家計がそれと非選択的に結合しているもめであって，『
企業の本来的な在り方ではない。企業にしろ，政府にしろ，いずれも，本来は国籍や人種
や等々の如何にかかわらず，あらゆる家計に対して無差別の条件でそれへの参加が開放さ
れているもめ，すなわち公的な機関である。出入自在性ということの重要性がここにある。
出入自在性が幾分でも失なわれたら，その団体，組織，機関等は，その分だけ私的性格を
帯びる。国家の私的性格は国家の出入不自在性に基ずく。だから，出入自在の国家がある
とすれば一近似的には，今日のいわゆる地方自治体がこれに当る一，それはこれまで
の国家とは違ったものであり，これこそ自治体そのものである。　　　　　　　　　ず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　　　　
　生産及び生産財の公的性格は，そのプロセス及びその利用が特定の人の恣意にゆだねら
れないということを意味している。消費及び消費財の私的性格を反省すれば，その対照的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　
な在り方の違いがはっきりする。消費プロセス及び消費財利用は，特定の人の恣意にまか
せられている。そうであるから，生産財は公物（財）であり，消費財は私物（財）である。
　人財もまた，生れて間もなく，学校の門をくぐる。最近，就学年齢の引き下げが問題に
なり始めたが（12），今後ますます進むであろう。教育を学校でカバーする程度は，いろん
な点で，まだまだ不十分である。不十分である程度に応じて，公的であるべき教育が私的
に行なわれる。
（12全国連合小学校長会の小学校長を対象とした調査によると，小学校への入学年齢を5才にすべ
　きだという者が40％を占めている。　（70．3．8各紙）これは幼稚園をふくめた学校への入学年齢
　の問題に直接答えるものではないが，しかし一応の傾向を示しているものとして注目に値する。
　人財はいくつかの学校（という企業）を生産対象として出入して，しまいには，企業，
政府または家計に，生産及び消費主体として入り行く。生産者と消費者の区別は，生産財
と消費財の区別に対応する。人財は生産者としては公人（財）であり，消費者としては私
人（財）である。公物が個々人によって恣意的に利用され得ないように，公人もまた恣意
的に行動できない。私人は，私物を恣意的に利用することを通して，恣意的に行動できる。
　閉門と人財における公私の概念区別はこれまで必ずしも十分ではなかった。公私混同の
現実がそれにとっての因でもあり，またそれの果でもある。公財の私的流用，公人の私的
行動，そして私財の公的転用，私人の公的行動，これらが公私混同の態様である。前野態
様が徹底すれば滅公奉私になり，後膨態様が徹底すれば滅私奉公になる。私企業，私立学
校というような自己矛盾的表現，公企業，公立学校というような同義反復的表現が何を反
映しているか，上述した公私の概念区別に照らして考えられるべきであるσ3）。
㈲　くわしくは既出拙稿「ノーサポート・アンド・ノーコント戸一ル」を参照。この場合，同じ公
　的機関であっても，企業と政府が機能的に異質であることに注意しなければならない。学校が企
　業のひとつであって，政府の分肢ではないことは，教育を生産乃至産業とみなす以上当然のこと
　であるが，これは企業と政府の機能上の異質性に基づく。企業は財を生産するが，政府は財を配
　忘する。
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　人財と物財はかくも対応し合っているが，主体，客体と表現されている両者の区別を無
視するわけにはいかない。当然のことながら，教育が生産であるからと云って，物財を炉
で焼き施盤で削るように，人心を論義にかけてよいわ・けではない。教育という生産プロセ
ス自体の研究は，当然に教育学によって行なわれる。この人血に備わる人権の故に，人賦
はチャンスに対して無差別の条件で開放されていなければならないσ4）。基本的には，企
業及び政府一働らき場所と暮らし場所一の選択である。教育に関しては，学校の選択，
教科目の選択，教師の選択，等が選択の種類である。しかし，他方で，物財産業において
生産財の品質管理が必要であるように，人皇産業でも，晶質管理のためのシステムが備わ
っていなければならないだろう。現行の教育制度では，被教育者の自由だけでなく，被教
育者に対する晶質管理が不足しているように思われる。
（⑳　基本的人権という概念とは別の見地から，そしてまた，法律学で云う物権の概念とは違った立
　場から，人財に人権を，物財に物権を想定することも可能であろう。ともに，私権と公権で区別
　される。私権とは，その行動（私人の場合），その利用（私物の場合）に関して，どんな公式も
　適用されない恣意性が認められることである。したがって，公権とは，その行動（公人の場合），
　その利用（公物の場合）に関して，集団のメンバーによって了解された（合意あるいは同意され
　た）方式，すなわち公式の適用を受けることである。
　教育が生産の一種であり，学校が企業のひとつであれば，当然，教育権は企業権という
こ・とになる。言葉の対応性から云えば生産権と云うべきであろうが，企業を読んで字の如
く業を企てると解釈すれば，企業権は企業を興す権利ということになるので，ここでは企
業権と云うことにしておく。企業を興すのは一人でもよい。志を同じくする多人数の連合
（同意集団）でもよい。それにならえば，教育権は人財産業における企業権，すなわち学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　む　　　　　り　　む　　り　　む
校を興す自由ということになる。もし教育権を，人が教育をうける権利だと解釈すれば
（ふつうはそういう解釈がなされている），それはトートロジーであろう。なぜなら，人
として生れて来ることは，人財として教育されることと全く同等であるからである。人以
外の生物では，教育は不必要である。もしそれがあるとしても，教育プロセスは個体の体
内に遺伝情報としてプログラミングされていて，外的に与えられることはない。教育され
なければ，人の子は，二足歩行も言葉を発することも不可能であり，人として成長し得な
い。これは狼少年の例で証明されている。
　人として生れることが教育されることと同等であるのは，物として生れることが生産さ
れることと同等であるのと，全く対応している。すでに説明した経済財と自由財の区別は，
人財について云うと，教育される人意と教育されない人物の区別と同一パターンである。
生産されない物財が存在できるなら，教育されない砂谷も存在できるσ5｝。
U5）あるいは奇想と思われるかも知れないが，ここに人口問題の核心がある。産まれることが教育
　されることと同等であるということは，教育する見込みがなければ，人は子を産むべきでないこ
　とを意味する。だから，生殖の制御は理論的に可能である。可能でなければ，人は人たり得ない
　子を産まなければならないからである。しかし，現実的にはそこまで行っていない。
　　ところで，人では，子を産むか否かの自由をもつが，しかし産んだら生かさねばならない（産
　み放しはできない）。人以外の生物には，子を産むか否かの自由はないが，しかし産んでも生か
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さねばならぬごとはない（産み放しができる）。
　困難は次の点にある。教育が公的プPセスであるのに，生殖に結びつく性交は私的プ戸セスで
あることである。だから，公私両機能の調整が行なわれていない事情のもとでは，たとえば産児
制限がなされても，それは諸個人の恣意にまかされて，全体的な人口調節は実現しない。人口の
爆発的増加は目に見えているのに，われわれはまだ人口制御のプPグラムすらもてないでいる。
　教育の公的機能が一般に承認されると，教育費の直接負担から，成熟した男女は解放され，家
計簿から教育費の項目は消える。勿論廻り廻って，受益の程度に応じて，間接的に負担するこ
とはまぬがれない。なぜなら，教育費は，広く一般に，企業の生産費に組み込まれ，最：終的には，
消費財需要にまでそのツケが廻って行くからである。教育費の直接的負担が産児制限を促がす圧
力となっているなら，聞接的負担への転換は，人口問題に関して逆効果になる危険性がある。だ
から，人口制御のプPグラミングと教育産業の認知とは並行しなければならない。
　学校が企業であれば，教育費は学校の人財生産費である。云うまでもなく，生産費は生
産物の販売収入によって調達される。人財産業の申間プロセスを省略すれば，最終卒業者
の能力が学校の生産物ということになる。すなわち，それを購入する企業（物財産業及び
人財産業）と政府がその代価を支払う。生産された人財のうち，若干は当の人財産業に教
師や事務員として還流する。問題が残るのは，卒業して企業や政府に入り行く（就職する）
ことなく直ちに家計に入り行く（主として女性の場合，結婚していわゆる主婦になる）人
民の生産費負担である。就職するか否かは，本人の選択すべき事柄である。この問題は，
現在までの生活習慣が不変であるという想定のもとで発生する。学校教育が家庭教育で補
完されなくなれば，すなわち，学校教育が教育を全面的にカバーするようになれば，おの
ずから解消するであろうσ6）。その時には，就職と結婚は排反的現象でなくなるであろう
から。
圃　同時に，労働日及び労働時間の短縮が当然予想される。それが実現すれば，主婦業なるアブノ
　ーマルな職業は消滅するだろう。現在の共稼ぎ現象は，それへの過渡期と云うには余りにも歪曲
　されている。第1は，学校（保育所，幼稚園も学校である）の不足である。第2は，学校の教育
　時間と，親の労働時間のアンバランスである。あるいは，第3に，学校における寮設備の欠如で
　ある。
　学校＝企業論は，現行の国・公立学校に対して私立学校の肩をもつという一面をまぬが
れない。しかし，私立学校は，第1に，教育の機会均等の点で見劣りがするし，第2に，
企業的装いをしているけれども．企業原理に立っているわけでは決してない。留意すべき
は，最近の風潮として，私立学校の国費依存が主張されていることである。すなわち，私
立学校が公（＝国家）教育の不完全部分を補なっているという口実で，国費による援助を
求めるのは，公教育嵩国家教育説（学校＝政府論）の立場にあることを意味する。教育費
の親負担（家計負担）と国家負担（政府負担）が同根の二分肢であることを，すでにわた
しは指摘した。これまで，ややもすれば，私立学校経営者の企業者的言動がマイナスに評
価されて来たが，わたしの見解では，それは企業者意識の過剰に由来するのではなく，逆
に不足に由来する。それが今日における国庫依存に端的に表現されている。経営が困難で
あるという理由で国家依存に傾くのに，国家の行なうべき教育を肩代りしているというこ
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とが名分として使われるし，また政府がそれに応ずるのは，そうするこどが国家目的に適
っていると判断するからであるσ7）。他方，国・公立学校では，企業としての装いすら許
されておらず，行政的シス糸ム∂）一環にしか過ぎないものになっている。教育は生産とし
てではなく，行政として取り扱われるσ8）。
（17）いわゆる公共企業体に限らず，民間企業であっても，これまでこういうことが数多く行なわれ
　た。大なり小なりの，あるいは直接間接の企業に対する補助政策である。これが行なわれる場合，
　嘗てい国家目的が大義名分にされる。
（18）こういう見地でのみ文部省は存在を認められるのだ。文部省の学校に対する関係と，農林省の
　農家に対する，あるいは通産省の会社に対する，等の諸関係を比べるとよい。文部省による教科
　書の検定更には国定が，農家や商店や会社にとって何を意味するかも合わせて考えるがよい。米
　や豚やみかんの生産，衣料やテレビや自動車の生産，そしてそれらの販売がこれみな行政である
　姿を想像すればよい。これこそ，教科書検定主義者が忌み嫌う社会主義そのものである。論理的
　に云うと，教科書検定主義者は企業国有化論者，会社＝行政機関説でなければならないし，教科
　書検定反対主義者は反企業国有化論者，会社＝企業機関説でなければならない。
　行政機関が生産に関与するのは，市場的には企業として成立でき難いが，市民がそれを
必要とみなす財生産の場合である。文化財の保存及び再生産，研究開発，災害復旧，身障者
教育，その他いわゆる社会資本の整備，等々。これらは「社会的費用」にふくめられるσ9）。
社会主義国では，ユーゴスラヴィアを除いて，生産と行政の一体化が行なわれたが，両者
の機能上の区別についての認識が全く欠けていたからである。公有コ国有説もそこから出
る。それが，公教育二国家教育説，学校＝政府説と重なり合うことは明白である。こと教
育に関しては，資本主義者であれ社会主義者であれ，認識において区別はない。両主義と
も，「公」とは「国家」のことであると誤解することで共通している。国家主義に呪縛さ
れているからである。
働　社会的費用の概念は必ずしも明白でないが，わたしは今のところ，「政府負担費用」と云った
　方がよいと思っている。そうした場合，政府が負担する費目の選別が当然問題になる。すなわち，
　政府負担，企業負担，家計負担の区別である。この点は今後の課題である。政府が今負担してい
　るからと云って，それが政府負担費用であるというわけにはいかないものがあろう。当面の教育
　費がそうであるし，公害費がそうであろう。
　　それにしても，「社会的費用」を論ずる人が，教育費を除外しているのは解せない。　（例えば，
W．Michalski，07観4－1θg辮g　E勿θ∫のθτ観。％α1θ〃κoη2θ鯵1）θ7‘‘50磁1　Cos’s”，1965，
　尾上，飯尾訳「社会的費用論』1969，日本評論社）防衛費（軍事費）もまた当然問題になる。も
　つとも，防衛費なるものは，社会的費用というよりは国家的費用と云うべきであり，国家主義的
　にのみ必要な費用であるに過ぎない。
　　なお，わたしが政府負担費用と云う場合の政府は，国家の政府ではなく，自治体の政府のこと
である。国家は閉鎖的であり，自治体は開放的である。防衛費は国家にとってのみ必要だが，自
　治体には不必要な費用である。　（今日の地方自治体が，国家に制約されてはいるが，防衛費を支
　出していないのを想起せよ。）教育費は，国家は云うまでもなく，自治体の政府ですら負担すべ
　き筋合いのものでないというのがわたしの見解である。
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む　す　び
　経済学の一大盲点と云うよりむしろ盲面と云う方がふさわしい教育プロセスをはじめて
見るのだから，見違いも起るかも知れない。それに，この小論は，教育プロセスを経済学
の視野に入れる理論的根拠を明らかにするためのものだから，教育プロセスの具体的デー
タそのものを提供するわけにはいかない。しかし，教育プロセスが本来経済プロセスであ
って政治フ．ロセスではないという点は，はっきりさせることができたと思う。技術革新に
ならって云えば，思考革新が今程要請されている時はそう滅多にないという思いが突き上
げて来る。
　この教育プロセスの誤まった路線上の運行は，論理的にではなく，歴史的に生じたもの
である。歴史的な錯誤は歴史的に修正されるだろう。論理的認識は，その修正作用を促進
する薬剤である。
　教育の機会均等と政治からの独立は，経済学的には，適材適所（わたしの用語では適財
適所），すなわち人的及び物的資源の効率的利用のことなのである。問題は．この効率の
判断が誰によってなされるのが至当かという点にある。ご者択一的に云えば，政府によっ
て行なわれるか，それとも企業によって行なわれるかということである。これを云いかえ
ると，特定化された誰かの主観でなされるか，不特定多i数の主観が合成した客観によって
なされるか，大蔵省でなされるか市場でなされるか，ということである。特定化された人
物の主観的判断が全く無用で無益であると云う積りはない。時と場合，すなわち事柄によ
っては有用で有益であろう。だが，そういう事柄は少なければ少ない程良いであろう。こ
のことが物財産業では一応認められている。「安価な政府」という古典派のスローガンは
やはり生きている。むしろ，いわゆる福祉国家とか混合経済とかの耳ざわりのいい言葉で
国家（の政府）の役割の増大が弁護されている最近の風潮のもとでは，いっそうその古典
的スローガンは生かされねばならない。政府は負担すべきものにケチであってはならない
とともに，負担すべきでないものに寛大であってはならない。
　最後に，人々の注意を喚起しておくことがある。現行の教育システムで，一体誰が費用
を負担することなく受益しているか（とりもなおさず，一体誰が費用を負担していて受益
していないか），とくと思案するがよい。受益者負担は経済が成り立つ基本的ルールであ
る。それは交換の別名に過ぎない。要するに，現行教育システムは，不等価交換，あるい
は収奪のシステムを内包していないかどうか，受益者負担原則が破棄されていないかどう
かである。経済フ．ロセスであるものが政治的プロセスに擬制される場合には，必ず，大な
り小なりに，交換システムの破壊，資源の浪費が伴なうものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1970．3．13脱稿，1970．9．12加筆粛正）
